	段ボール箱製造業


生産高は、22年に回復したものの、23年は震災、円高等の影響でほぼ横ばいにとどまった。
収益は、段ボール原紙価格が上昇する一方、価格転嫁は難しく、厳しい状況となっている。
業界概要　

段ボール箱は、段ボールシートに印刷、型抜き、糊付け等を行って製造される。段ボール原紙は、パルプを表面に使うぐらいで、殆どを再生利用（95％程度）の古紙等で生産されており、古紙の回収システムが出来上がっている。
生産形態をみると、一部の大企業では、段ボール原紙、シート、箱を一貫して生産する例がみられるが、一般には、段ボール原紙を購入してシートを製造するシートメーカーと、シートを購入して箱を製造する箱専業メーカーに分けられる。シートメーカーは中堅・大企業が多く、箱専業メーカーは中小企業が多い。大手企業は中国シフトをほぼ終えているが、中国など海外からの輸入はない。
ほとんどのシートメーカーは自ら箱も製造しているが（シート面積ベースでは段ボール箱の７割弱はシートメーカーが生産）、これらの箱は量産品向け、大ロット品向けが多い。一方、箱専業メーカーは主に中小企業向けに多品種小ロットの箱を扱う。

なお、箱専業メーカーの中には、自社で設計を行い、シートメーカーに箱生産を委託する製造卸売業の業態もみられる。　

　また、再生利用が永年続き、段ボール紙の製造時に薬品処理を行うことから、段ボール紙に有害物質の蓄積などが懸念され、有害物質を除外するよう食料品等の需要家からの強い要求もあり、業界全体で安心、安全な段ボールの製造へ取組が進んでいる。
平成22年における大阪府内の段ボール箱製造業の事業所数は233、従業者数は3,967人、製造品出荷額等は1,001億3,300万円で、対全国比はそれぞれ10.7％、7.6％、6.5％であり、段ボールシート製造業の事業所数は11、従業者数は319人、製造品出荷額等は95億8,600万円で、対全国比はそれぞれ11.3％、10.0％、8.8％である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』　

生産はほぼ横ばい

段ボールシートの全国生産高は、20年、21年は前年比で減少したものの、22年に入って持ち直した。23年の生産量は、東北、関東の企業が東日本大震災の影響を受け、関西、西日本への生産シフトがあり、前年比で全国は0.6％増、近畿で2.7％増となった（経済産業省『紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計月報』、全国段ボール工業組合連合会）。
このほか、23年はドルが80円～76円と急激な円高となり、大型段ボール箱の需要先である、弱電メーカーを中心に海外への工場移転が急速に進み、製造業向けの需要が減少し、さらに、タイの大洪水による生産ストップは部品等のタイへの輸出がストップする影響で、受注減が生じた。薬品業界も大阪から工場移転が進んでおり、需要先の減少は深刻な問題となっている。

収益は厳しい
原紙メーカーは、原油高騰や国内での古紙回収費用の上昇などの要因で、原紙のキロ当たり価格を６円値上げした。当業界では、注文企業に対し値上げ分を転嫁しにくい事情もあり、このほか、需要減による過当競争が起きているなどにより、各企業の収益は悪化している。また、その結果、資金繰りに苦しんでいる企業が多い。
　設備投資は低調

設備投資は、主要設備の更新は一段落しており、投資は殆どない状況であるが、段ボール印刷の基準が医薬品や食料品向けなどは厳しく、印刷機械の更新は一定程度行われている。また、設備の稼動には多くの電力が必要で、23年夏の節電要請は各社とも操業時間の変更などで対応した。しかし、受注先へ短時間で納入しなければならない場合も多く、製紙会社は自家発電設備を有しているが、段ボール箱生産工場は有しておらず、電力確保が要望として強い。

　今後の見通し

　業界は、木枠箱、発泡スチロール箱などから、段ボール箱への切り替えで需要を大きく伸ばしてきたが、次の大きな切り替えるものが見出せていない。東日本大震災の復興需要も今後出てくると思われるが、国内製造業の海外移転の増加などにより、国内生産の大幅な増加が見込めないこともあり、厳しい状況が続いている。　　　　　　(江原　均)　　　　　　　　　　[image: image1.emf]平成 20年 9,219,039( - 2.2) 13,560,695(-2.9)

　　　21年 8,212,298(-10.9) 12,625,937(-6.9)

　　　22年 8,647,486(++5.3) 13,062,446(+3.5)

　　　23年 8,810,979(++1.9) 13,141,850(+0.6)

　　　（　）内は前年比、前年同期比。

段ボール原紙、シートの生産高の推移(全国)



段ボール原紙（ｔ） 段ボールシート（千㎡）

資料：経済産業省『紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計』

（注）従業者10人以上の事業所。


